（消費税廃止各界連）2022年10月宣伝スポット（参考例）

◆ご通行中のみなさん、商店街のみなさん。私たちは消費税廃止各界連絡会です。くらしや営業、地域経済を守るため、消費税の減税、廃止を求めています。
◆いま、物価が上がって、家計も商売も苦しくなるばかりです。ところが岸田政権は、年金の支給額を削り、75歳以上の病院窓口負担を２倍にしました。
◆庶民に冷たい政治を続ける岸田政権ですが、大企業には大盤振る舞いです。ガソリン価格の引き下げ対策という口実で、石油元売り企業たった35社に３兆円を超える補助金を投入しています。その結果、石油元売り企業の収益は過去最高を更新しています。
◆しかし、みなさん、３兆円あればガソリンにかけられている税金を１年３カ月「ゼロ」にできます。１㍑当たり54円下がる計算です。政府の対策で引き下げられる目安は１㍑35円です。ガソリン税をゼロにすれば、消費者の負担を直接引き下げることができます。
◆しかも、この補助金につて調査した財務省は、販売価格に補助金の全額が反映されていない可能性があると指摘しています。物価高騰対策を口実に、石油元売り企業を支援するやり方は正すべきではないでしょうか。
◆世界の99の国・地域と地域では、日本の消費税にあたる付加価値税の減税を行っています。急激な物価高騰の負担軽に取り組み、光熱費や食品など、多くの国民生活に関わる品目を減税しています。スペインは電気代の税率を半分以下に引き下げました。イタリアは天然ガスに対する税率を10％から5％に引き下げました。コンゴ民主共和国は燃料油の付加価値税を免除にしています。ポーランドは天然ガスや肉、魚、野菜、乳製品の税率を0％にしました。ペルーは砂糖、パン、鶏肉、卵、パスタをゼロ税率にしています。プエルトリコは台風被害対策として付加価値税を減税しました。世界では消費税を機動的に引き下げているのです。
◆岸田首相は、消費税を減税しないと言い張っていますが、とんでもありません。「社会保障の財源だから」と言いますが、消費税が導入されて社会保障は良くなったでしょうか。75歳以上の医療費窓口負担の2倍化や病床削減が行われ、物価高の中で年金も減額されました。社会保障は削減、縮小の連続です。

◆消費税が増税される一方で所得税、法人税は減税されてきました。消費税導入から33年が経過し、集めた消費税収は累計で476兆円に上ります。一方、法人税は324兆円、所得税、住民税は289兆円も減税されてきました。つまり、大企業や富裕層の減税の穴埋めに消費税が使われてきたということです。だから社会保障は良くならないのです。
◆税の専門家は所得税、法人税を負担能力に応じて集めることで46兆円以上の財源が確保できると試算しています。不公平な税制を正せば、消費税に頼らない税制に変えることができます。
◆小規模事業者やフリーランスなどに、新たに消費税負担を迫るインボイス制度も大問題です。事務負担の増加や取引の停止、値引きなども危惧されています。コロナ禍や物価高騰など重い負担がのしかかる中で制度実施を強行すれば、事業継続を困難にすることは明らかです。
◆あらゆる業種がインボイス制度の対象となるため、農家やフリーランス、シルバー人材センターや文化芸術など様々な業界団体が反対の声を上げています。11月6日には、東京・芝公園で消費税減税・インボイス中止を求める大集会を開き、政府への要請も行います。
◆いま、皆さんにお願いしている署名は、消費税率５％への減税を国会に求める請願署名です。ご協力をお願いします。税金の集め方、使い道を改めて、コロナ禍を乗り切り、平和で豊かな国づくりをめざしましょう。
